
 

２０２４年１２月２０日 

株式会社証券保管振替機構 

 

機構名義失念株式に係る共同請求手続について 
（上場会社の持株会から株券の交付を受けた場合） 

 

 

株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）名義（※）の株式（以下「機構名義株

券」という。）を取得した者であって株主名簿に記載または記録されていないものその他主務

省令で定める者が、機構と失念救済の共同請求を行おうとする場合には、下記の１．～６．

の内容に基づき、株券の交付を受けた証券会社を経由して、機構に対し、当該請求に係る協

力を依頼してください（投資証券や優先出資証券の場合についても同様の取扱いとなりま

す。）。 

※財団法人証券保管振替機構名義を含む。 

 

 

記 

 

 

１．機構に共同請求の依頼ができる方 

（１）機構に共同請求の依頼ができる方（以下「依頼者」という。）は、２００９年１月５

日より前に証券会社等から株券の交付を受けた方で、株主名簿への名義書換請求手続

を失念してしまい、２００９年１月５日以後も機構名義株券を有している方となりま

す。 

 

（２）機構は、機構名義株券の交付を受けた方から質権設定等を受けた方からの共同請求

依頼は受け付けることができません。この場合には、機構名義株券の交付を受けた方

へ機構名義株券を返還した上で、機構名義株券の交付を受けた方が機構へ共同請求の

依頼を行い、その後、当事者間で共同請求を行う等により御対応ください。 

 

 

２．依頼の方法・提出書類等 

（１）依頼者は、【提出書類】に必要事項を御記入のうえ、機構名義株券の交付を受けた証

券会社等を通じて、機構への取次ぎの依頼をしてください。 

なお、機構は、共同請求手続にあたり御提出いただく株券の状況（株式数、株券喪失

登録状況等）を発行者（株主名簿管理人）に照会いたします。また、機構は、次の表で

定める書類以外に、別途、書類の御提出をお願いする場合がありますので、御了承く

ださい。 

 

【提出書類】 

書類名 書類の入手先 備考 

① 機構名義失念株

式の救済措置に係

る共同請求依頼書 

機構へ請求又は機構

のホームページから

ダウンロード 

○ 記入方法等については、「機構名義失念株式の救済

措置に係る共同請求依頼書の記入案内」（機構ホーム

ページに掲載）を御参照ください。 

② 機構名義株券 依頼者が保有されて

いるもの 

○ 機構名義株券については、原則として、機構で回収

し、返却いたしません。 

○ 共同請求対象となる機構名義失念株式に係る株券

に関し端数が含まれている場合には、端数処分代金に



 

書類名 書類の入手先 備考 

係る請求書については、機構を経由して発行者（株主

名簿管理人）に提出することも可能です。御提出いた

だく場合には、当該請求書も共同請求依頼書等の書類

と併せて提出してください。なお、端数が存在する場

合において、提出された株券については、発行者（株

主名簿管理人）に送付することになっておりますの

で、御了承ください。 

③ 依頼者の本人確

認書類（運転免許証の

写し等） 

― ○ 次の書類を提出される場合には、有効期限内又は現

在有効なもののコピー（写し）を御提出ください。 

① 運転免許証 

② 旅券（パスポート） 

③ 個人番号カード 

④ 各種健康保険証又は各種健康保険の資格確認書 

⑤ 各種年金手帳 

⑥ 各種福祉手帳 

⑦ 在留カード又は特別永住者証明書 

○ 次の書類を提出される場合には、発行後６ヶ月以内

のものの原本を御提出ください。 

⑧ 住民票 

⑨ 印鑑登録証明書 

※保険者番号及び被保険者等記号・番号、個人番号又は 

基礎年金番号は、該当箇所が見えないよう黒く塗りつぶ 

して御提出ください。 

④ 持株会が発行し

た「株式引渡証明書」 

持株会 〇 証券会社等が発行する「受渡証明書」の代わりとな

る証明書です。 

⑤ 失念救済請求書 株主名簿管理人に請

求 

○ 株主名簿管理人への失念救済請求書の請求時には、

失念株式の現在の株式数を確認し、必要な書類を入手

してください。 

○ 「株式数」を記録する箇所については、記載しない

でください。機構において、共同請求を実施する前に、

請求できる株式数を発行者（株主名簿管理人）に確認

します（確認後に機構で記載します。）。 

○ 株式数が端数のみの場合には、共同請求手続の対象

となりません。端数部分の処理については、発行者（株

主名簿管理人）に相談のうえ、別途手続を行ってくだ

さい。 

⑥ 依頼者の印鑑（株

主）票 

株主名簿管理人に請

求 

○ ⑤「失念救済請求書」と一体になっているケースも

あるようです。 

 

（※１） ②「機構名義株券」を有していない方は、最終的な権利者であるか否かの確認ができず、当該ケー

スにおいて共同請求を行うことで第三者の権利を侵害する可能性もあるため、機構として共同請求

の御依頼に応じることが困難です。このような方は、末尾の「お問合せ先」に御相談ください。 

 

（※２） 依頼者が「法人」の場合の本人確認書類の取扱い 

依頼者（機構名義失念株主）が「法人」の場合、「法人」及び「今回の共同請求事務に従事してい 

る個人（御担当者）」の本人確認手続を行いますので、「本人確認書類」の御提出にあたっては、次の 

各々の書類を御提出ください。 



 

 

「法人」としての提出書類 「個人（御担当者）」としての提出書類 

次の①又は②の書類を御提出ください。 次の①～⑩のいずれかの書類を御提出くださ

い。 

※ 次の書類を提出される場合には、発行後６

ヶ月以内のものの原本を御提出ください。 

① 法人の登記簿謄本又は抄本 

② 印鑑登録証明書 

※ 次の書類を提出される場合には、有効期限

内又は現在有効なもののコピー（写し）を御

提出ください。 

① 運転免許証 

② 旅券（パスポート） 

③ 個人番号カード 

④ 各種健康保険証 

又は各種健康保険の資格確認書 

⑤ 各種年金手帳 

⑥ 各種福祉手帳 

⑦ 在留カード又は特別永住者証明書 

 

※ 次の書類を提出される場合には、発行後６

ヶ月以内のものの原本を御提出ください。 

⑧ 住民票 

⑨ 印鑑登録証明書 

※保険者番号及び被保険者等記号・番号、個

人番号又は基礎年金番号は、該当箇所が見え

ないよう黒く塗りつぶして御提出ください。 

 

（※３） 相続や合併等の場合には、上記の他、各場合における次の書類の原本を添付していただくことにな

ります。なお、提出書類の一部の書式が、通常の場合と異なりますので、事前に末尾の「お問合せ先」

に確認してください。 

 

相続の場合 その他の一般承継の場合 

① 被相続人（機構名義失念株主）と相続人（依

頼者含む）全員の関係を示す「法定相続情報

一覧図の写し」又は被相続人及び相続人全員

の「戸籍謄本」 

② 依頼者の名義とすることについての共同

相続人の同意書その他依頼者が機構名義株

券に係る株式を相続したことを証する書面

（例えば、相続人全員の実印の押印及び印鑑

証明書が添付されている共同相続人の同意

書又は遺産分割協議書、公正証書遺言書、家

庭裁判所の検認を受けた遺言書などが考え

られます。） 

① 承継会社等の登記事項証明書 

（２） 共同請求にあたっては、発行者（株主名簿管理人）より請求される株券の照会に

係る費用及び「1,000 円」（機構から発行者（株主名簿管理人）や依頼者への書類の

送付に係る郵送代相当分）の合計額を依頼者に御負担いただきます。なお、前述の

費用以外でも共同請求に必要となる実費について請求する場合がありますので、御

了承ください。また、御提出先の証券会社等から、別途、書類や費用の請求がある場

合も想定されますので、御提出先の証券会社等に御確認ください。 



 

 

 

３．機構からの連絡 

（１）機構から、依頼者に対し、共同請求の対象となる株式数等を書面にて郵送（簡易書

留）します。 

 

（２）当該書面に共同請求に必要となる費用（発行者（株主名簿管理人）に行う株券情報 

の照会に関する費用等）に係る請求書を添付します。入金方法につきましては、当該 

請求書を御覧ください。 

 

（３）機構は、手続上、以下に掲げる事項が確認できた場合において、発行者（株主名簿管

理人）に対し、共同請求の申出を行います。 

 

① 依頼者（機構名義失念株主）の本人確認書類（前２．（１）【提出書類】③）に記載され

た住所に郵便物を郵送（簡易書留）し、当該住所に到着したこと 

② 依頼者から共同請求に必要となる費用の入金があったこと 

 

 

４．共同請求手続の完了後の手続 

発行者（株主名簿管理人）から、依頼者に対し、共同手続が完了した旨等を記載した書 

面が通知されます。 

 

 

５．不備等があった場合の対応 

 記載内容に誤りなどがある場合には、機構又は発行者（株主名簿管理人）から、依頼者

に対して連絡がされます。依頼者は、提出書類の訂正等の必要な手続を行ってください。 

 

 

６．機構名義の特別口座に記録された株式に係る配当金の取扱い 

機構との共同請求により依頼者の名義の特別口座が開設された場合において、当該特別

口座が開設される以前の機構名義の特別口座に記録された株式に係る配当については、機

構は発行者（株主名簿管理人）から受領をしていませんので、別途、依頼者が発行者（株主

名簿管理人）に対して照会してください。 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

【本件についてのお問合せ先】 

株式会社証券保管振替機構 振替業務部 

TEL：０３－３６６１－０１９０ 


